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多目標問題解決の理論と実例

評者安田八十五

現代の社会には，さまざまな価値が混在している.価

値感の多様化が指摘され，多元的価値社会であるとも言

われる.たしかに，わが国においては高度経済成長から

低成長，安定成長へと経済社会が移行するにつれて，こ

れまでの経済成長重視型のいわば単一の価値感から環

境，福祉，さらには文化などのさまざまな価値が追求さ

れつつある.

貧困の解決こそ人類が長年求めてきた課題で、あった.

日本，アメリカ，西欧などの現代先進資本主義諸国にお

いては， f豊かな社会j がまさに実現しつつある.しかし

ながら，ガルプレイスが指摘したように，経済成長によ

る物質的な豊かさを追求した代償が，公害・環境問題に

象徴されるような「豊かさの中の貧困」ともいうべき社

会的アンバランスであった.

いまや，まさに多様な価値の共存を前提として多元的

な価値のトレードオフ(二律背反的関係)を調整して，統

合しいかに社会的合意形成を行なうかがきわめて重大

な社会的課題となっている.経済における市場機構や政

治における投票機構のみによっていては，現代のさまざ

まな社会的コンフリクトを解決することは困難になって

きている.

このような現代社会の時代的背景の下に生みだされて

きたのが本書の原著[ 1 ]であり，日本語への翻訳 [2 ] 

であるとみなすことができょう.

わが国では，高度経済成長時代には，新幹線，高速道

路，大規模工業基地，原子力発電所などの大規模開発プ

ロジェクトが華々しく展開された.しかしながら，それ

らの大規模開発プロジェクトは，同時に，公害・環境問

題をもたらし地元住民の建設反対運動という住民運動

を契機として，大型の社会的コンフリクトを発生させて

きた.この開発と環境保全とをめぐる社会的コンフリク

トに関して，筆者は強い関心をもち，およばずながら

ゲーム論的分析や政治社会学的分析を行なってきた. (後

述文献 [5 ]参照のこと)
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このような大規模開発プロジェクトに関して，その事

前評価を総合的に行ない，政策代替案の選摂を可飽なら

しめるようなシステムズ・アプローチの方法論の開発が

待たれていた.

このような時に，筆者は Keeney 博士の多属性効用関

数の適用によるメキシコ市の空港開発のケース・スタデ

ィを知った. (A. W. Drake , R. L. Keeney, and 

P. M. Morse, eds. Analysis of Public Systems, 

MIT Press 1972 所収の論文. 単独論文としては Bell

Journal of Economics and Management Science, 

4, 1973) これは大規模開発プロジェクトの事前評価は

このように行なうべしという l つの模範を示したもので

ある.成田空港に関しでも，このような政策代替案の厳

密な総合的評価が事前に行なわれていれば，あのような

成田の悲劇lはおこらなかったので、はなし、かと，ふと筆者

の脳裏を検ぎったのである.

多属性効用関数のみでは社会的コンブリクトの解決に

は不十分とはいえ，開発がおよぼすさまざまな主体への

影響を理論的，操作的に評価するにはまず前提となるべ

き方法論であると言えよう.

筆者の多目的分析への出会いを長々と述べすぎてしま

ったが，ここで本書の紹介に入ることにしよう.

著者が巻頭の謝辞で述べているように，本書の完成ま

でには約 6 年の歳月が費やされている.その意味でも本

書は，多目的分析の本格的な重厚な成書であると言えよ

う.本書の特徴は，多目標問題の決定分析に関する背景

から入り，目標の構造化の方法，確実化の場合のトレー

ドオフの概念， Von Neumann=Morgenstern 型の(基

数的)効用関数の理論と進み，次に属性が 2 つの単純な場

合の不安定性下の多属性選好を説明し，一般的な多属性

効用関数の理論である本書の目玉ともいうべき 6 章に進

んでし、るー

多属性効用関数の理論において，最も重要な概念は，

「効用の独立性」と「選好の独立性」という 2 つの考え

方である.

厳密な定義は，ここでは省略し，原著をみていただく

こととするが，選好の独立性という概念は，確実性下に

おける選好の順序関係の独立性を意味しており，効用の

独立性は不確実性下のいわばくじに対する条件付選好順

序の独立性を意味している.

この選好独立と効用独立とし、う条件の下で，いわゆる

多属性効用関数に対する Keeney の加法・乗法定理が成

立するわけである. (これも詳しくは原著を参照された

い)この Keeney の加法・乗法定理こそ多属性効用関数

の理論の目玉である.

選好の独立性，効用の独立性という 2 つの条件は現実
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に適用するには，たしかに少々強い仮定ではあるが，こ

の Keeney の定理によって多目標問題はかなり操作的に

解くことが可能になったといえよう.

多属性効用関数は，理論面よりも実際への適用に非常

に意味があると筆者は考えるが，ケース・スタディをわ

が国でもどんどん進展させるべきであり，またそこから

理論の発展の糸口をもつかめるのではないかと思う.

なお，最近の多目的決定分析の動向に関しては竹田氏

の総合報告 [4J がきわめて参考になる.

理論面においては，社会的，集団的意思決定への発展

がのぞまれるが，ゲーム論的視点を組みこむことが l つ

の方法であると思う. (Y. Yasuda & R. Nakamura 論

文 [6 ]は 1 つの例である)

最後に，大部の原著の翻訳を試みられた訳者チームの

努力に賛辞の言葉をささげたい.
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